
CFOの岡﨑です。
私から、2020年８月期第１四半期の業績、および
通期の業績見通しについてご説明いたします。





2020年８月期 第１四半期の連結業績ですが、
売上収益は6,234億円、前年同期比3.3％減、
事業そのものの収益を示す事業利益は888億円、同14.0％減、
営業利益は916億円、同12.4％減、
税引前四半期利益は1,020億円、同8.2％減、
親会社の所有者に帰属する四半期利益は709億円、同3.5％減となりました。

今期よりＩＦＲＳ16号を適用したことにより、事業利益は９億円、
営業利益は12億円の押し上げがありました。

連結では計画に対して、大きく下回る結果となりました。
これは、韓国、香港の業績が計画を大きく下回り、大幅減益となったこと、
世界的に気温が高かった影響で、国内ユニクロ事業、グローバルブランド事業も
計画に対して下回ったことによります。



まず、連結の損益計算書のポイントについて、ご説明いたします。

連結の売上収益は6,234億円、前年同期比209億円の減収となりました。
これは、ジーユー事業が74億円の増収となった一方で、
国内ユニクロ事業が131億円の減収、海外ユニクロ事業が106億円の減収と
なったことによります。

売上総利益率は50.2％と、前年同期比で0.2ポイント低下いたしました。
これは、ジーユー事業で3.2ポイント、国内ユニクロ事業で2.3ポイント改善した一方で、
海外ユニクロ事業の売上総利益率が3.0ポイント低下したことによります。

売上高販管費率は35.9％と、同1.5ポイント上昇いたしました。
これは、国内ユニクロ事業、海外ユニクロ事業で販管費比率が上昇したためです。

事業利益は888億円と、同14.0％の減益となりました。

その他収益・費用の合計は28億円のプラスとなっております。
これは主に、海外子会社の仕入れにかかわる一時立替金などに、
為替差益が33億円発生したことによります。

これらの結果、営業利益は916億円、同12.4％の減益となりました。



次に、金融損益ですが、ネットで103億円のプラスとなりました。
これは、外貨建資産などの換算による為替差益を92億円計上したことなどによります。

この結果、税引前四半期利益は1,020億円と同8.2％減、
親会社の所有者に帰属する四半期利益は709億円、同3.5％減となりました。



セグメント別の業績は、６ページのスライドの通りです。



まず、国内ユニクロ事業の第１四半期の業績ですが、
売上収益は2,330億円、前年同期比5.3％減、
営業利益は385億円、同1.6％増と、減収増益となりました。

第１四半期は、気温が高かった影響で防寒衣料の販売に苦戦したことから、
売上収益は減収、計画に対しても下回りました。
営業利益は、粗利益率が改善したことや、経費が前年よりも削減できたことから、
前年同期比で若干の増益となりました。
ただし、計画に対しては下回る結果となっております。



国内ユニクロ事業の既存店売上高は、前年同期比で4.1％減収となりました。

既存店売上高が減収となった要因は、気温が高く推移した影響で、
秋冬商品の立ち上がりが遅かったことに加え、防寒衣料の需要が弱かったこと、
品番数が増えたことで、打ち出すべき商品の魅力をお客様に十分に
伝えきれなかったことによります。

カーブパンツ、スフレヤーンセーター、ハイブリッドダウンなどの新商品や、
トレンドのスウェット、レギンスなどの好調な商品も多くありましたが、
ウルトラライトダウン、ヒートテック、カシミヤセーター、メリノセーターなどの
冬の防寒衣料が苦戦しました。

Ｅコマース販売は247億円、同4.1％増と、店舗と同様の理由により、伸び率が鈍化
いたしました。

なお、12月も気温が高い日が続いたことで、既存店売上高は5.3％減となりました。



次に、売上総利益率ですが、50.0％と、前年同期比2.3ポイント改善いたしました。
これは計画に対して若干上回っております。

粗利益率が改善したのは、商品仕入の為替レートが円高に転じたことによります。
値引率は、在庫コントロールを強化し、動きの鈍い秋冬商品の値引き販売を早期に
実施したことから、前年同期に比べて、若干拡大したものの、計画よりも低い水準
となっております。

売上高販管費率は33.3％と、前年同期比1.0ポイント上昇いたしました。
ただし、金額ベースでは、計画通り、前年に対し削減できております。

ＩＦＲＳ16号の適用により、減価償却費は大きく増加した一方で、賃借料が大きく減少
しております。
ＩＦＲＳ16号の影響を除くと、経費が金額ベースで前年から減少した項目は、
減価償却費、人件費、賃借料です。

減価償却費は、前期に有明倉庫のマテハンの一部で行った加速償却の影響が
なくなったことで、売上比率でも減少しております。

人件費は、ＲＦＩＤの活用などにより、店舗業務の効率化を図ることができ、
減少しております。

物流費は、金額ベースでほぼ前年並みとなりました。店舗関連の物流費が
在庫削減により減少した一方で、Ｅコマース販売の拡大に伴い、物流費が増加して
おります。
ただし、有明倉庫の自動化により、一件当たりの物流費は低下しており、効率化が
進んでおります。



次に、海外ユニクロ事業について、ご説明いたします。

売上収益は2,807億円、前年同期比3.6％減、営業利益は378億円、同28.0％減と、
計画を下回り、減収減益の結果となりました。
減益となった要因は、韓国、香港が計画を下回り、営業利益が赤字となったこと、
現地通貨安の影響で、営業利益が約５％押し下げられたことによります。
なお、韓国、香港の減益の影響を除いた海外ユニクロ事業は、増収増益となって
おります。

地域別では、世界的に気温が高かった影響により、グレーターチャイナ、北米、欧州は
販売が苦戦し、計画を下回る業績となりました。

一方で、東南アジア、オーストラリア、インドを含む、その他アジア・オセアニア地区は
計画通り、大幅な増収増益と順調に事業を拡大しています。

各国・各エリアで早期の在庫処分を進めた結果、粗利益率は3.0ポイント低下しました。
販管費比率は、売上が計画を下回ったことで、1.4ポイント上昇しましたが、
韓国、香港を除くと販管費比率は改善しました。



次に、各エリアの業績トレンドについてご説明いたします。

グレーターチャイナは、増収減益となりました。ただし、為替の影響を除くと
増収増益となっております。
減益となった要因は、元の平均為替レートが円に対して約７％安となったこと、
香港がデモの影響で減益となったこと、気温が高く推移したことで防寒衣料の
販売が苦戦したことによります。これは、計画に対しても若干下回る水準です。

グレーターチャイナの粗利益率は前年同期比で2.3ポイント低下しました。
これは主に香港で粗利益率が低下したことに加え、中国大陸、台湾でも早期に
在庫処分を実施したことによります。
一方、販管費比率は同0.2ポイント改善しました。これは家賃比率が改善したことに
加え、各エリアでＲＦＩＤを導入したことにより、店舗業務が効率化されたことによります。

中国大陸は、増収増益となりました。
スウェット、フリース、フランネルといった秋物商品が好調で、既存店売上高は増収と
なりました。また、Ｅコマース販売も、Ｗ11の売上収益がアパレルで４年連続の１位
となるなど、好調を維持しており、約３割の増収を達成しました。
ただし、第１四半期は気温が高く推移したことから、防寒衣料の販売に苦戦し、
早期に在庫処分を実施したことで、営業利益は計画に対して若干下回っております。

香港はデモの影響により、既存店売上高は減収となりました。値引販売を
強化したことから、粗利益率は低下し、営業利益は計画を下回り、若干の赤字と
なっております。

台湾は、増収、営業利益は前年並みとなりました。
11月のW11商戦と感謝祭の販売が好調だったことにより、既存店売上高は増収と
なりました。ただし、９月と10月に気温が高かったことから、早期に在庫処分を
実施したことで、営業利益は計画に対して若干下回りました。



韓国は、７月からの不買運動の影響により、既存店売上高が大幅な減収、
営業利益は計画を大きく下回り、赤字となりました。

その他アジア・オセアニア地区の業績は、計画通り２桁の増収増益を達成しました。

特に好調だったエリアは、インドネシア、フィリピンで、既存店売上高が２桁増収、
営業利益も大幅な増益となりました。
ＵＴ、Ｔシャツ、ＥＺＹアンクルパンツ、ジーンズなどの夏物商品が好調だったことに
加え、フランネルシャツなどの羽織物、ヒートテックなどの秋冬商品の販売も好調
でした。
なお、2019年12月にベトナム１号店をホーチミンに出店し、オープン３日間は終日
入場制限をするなど、今までにない大盛況となりました。

インドは、2019年10月に1号店をニューデリーに、11月に２号店をデリー郊外に
出店し、好調な業績となっています。
冬物コア商品のウルトラライトダウン、フリース、ヒートテック、スウェット、フランネルが
現地のお客様から高い支持を得ており、計画を上回る好調な販売となっております。



次に北米ですが、カナダが増収増益となったことにより、北米全体でも増収増益と
なりました。
米国は、計画を下回り、若干の減収減益となりました。
減収となった要因は、暖冬の影響により、冬物商品の販売に苦戦し、既存店売上高が
若干の減収となったことに加え、ブラックフライデー商戦の開催日が昨年度の
11月23日から、今年度は11月29日に変更になったことから、Ｅコマース販売の
売上収益の一部が12月にずれ込んだことによります。
利益面では、値引販売を強化したことで粗利益率が低下した結果、営業利益は
若干の減益となりました。

カナダは、新規出店が引き続き好調で、計画通り大幅な増収増益となりました。

欧州は、売上収益は２桁増収となったものの、営業利益は計画をやや下回り、
若干の減益となりました。
ただし、為替の影響を除くと、ほぼ前年並みの水準でした。
欧州全体の既存店売上高は増収、Ｅコマースの売上も、前年同期比で約３割増収と、
好調を維持しています。
利益面では、為替の影響で原価率が上昇した結果、粗利益率が低下し、
若干の減益となりました。

欧州の中では、近年に進出したスペイン、オランダ、イタリアの業績が好調です。
特に2019年９月に初出店したイタリアは、計画を大きく上回る好調な販売と
なっています。



次に、ジーユー事業ですが、
売上収益は729億円、前年同期比11.4％増、営業利益は123億円、同44.4％増と
計画通り、大幅な増収増益となりました。

第１四半期は気温が高く推移したものの、薄手のアウターや、ニットをＴＶＣＭの
キャンペーンで打ち出したことが奏功し、既存店売上高は増収となりました。
粗利益率が前年同期比3.2ポイントと大きく改善し、販管費比率も同0.7ポイント改善した
結果、営業利益は大幅な増益となりました。



第１四半期は、ＴＶＣＭで「無敵カーデ」、「無敵ニット」と題し、カーディガンや
ニットを打ち出したことで、トレンドのケーブルデザインのカーディガンやニットチュニック
といったデザインニットの販売が好調でした。

これらの好調な商品は、期中に追加生産を行ったことで、さらに売上を大きく伸ばすこと
ができました。

これに加え、スウェット、オーバーサイズシャツ、シャツジャケット、ボアジャケットなどの
薄手のアウターも全体の売上をけん引しました。

引き続き、素材の集約、早期発注を行ったことで原価率が低下したことに加え、
販売好調により、値引率が改善し、粗利益率は前年同期比3.2ポイントと、
大幅に改善しました。

販管費比率も、店舗のオペレーションの効率化による人件費比率の改善や、
広告宣伝費比率の低下により、同0.7ポイント改善しました。



グローバルブランド事業の売上収益は361億円、前年同期比11.4％減、
営業利益は18億円、同31.5％減と、減収減益となりました。

セオリー事業とプラステ事業の業績が計画を下回ったため、
グローバルブランド事業の営業利益は計画を若干下回る結果となりました。

事業別では、セオリー事業は減収減益となりました。
世界的に気温が高く推移したことで、日本、米国市場でアウターやセーターなどの
冬物商品の販売に苦戦しました。
不振商品を早期に在庫処分したことで、粗利益率は低下しましたが、
在庫は適正水準を維持することが出来ております。
また、日本では、プレスルームを移転したことにより、経費が一時的に増加しています。

プラステ事業は、減収減益となりました。
カットソー、カーディガン、シャツ、ブラウスなどの秋物商品は好調だった一方で、
アウターやボトムスなどの防寒衣料の販売に苦戦し、減益となりました。

コントワー・デ・コトニエ事業は前年並みの赤字となりました。



次に、2019年11月末のバランスシートをご説明いたします。

資産合計は２兆5,282億円と、前年同期末比4,965億円増加、
負債合計は１兆4,940億円と、同4,435億円増加、
資本合計は１兆342億円と、同529億円増加いたしました。

なお、今期よりＩＦＲＳ16号を適用したことにより、2019年11月末の資産合計は
使用権資産3,898億円を含んでおります。

詳細については、次のスライドでご説明いたします。



資産の大半を占める流動資産が前年同期末比839億円増加した主な要因を
ご説明いたします。

まず、現金及び現金同等物は、同1,359億円増加いたしました。
これは、ユニクロ事業をはじめとする各事業の営業キャッシュ・フローが増加した
ことによります。

次に、棚卸資産ですが、同282億円減少しております。
これは、グループ全体で在庫処分を早期に実施したこと、発注進捗管理を
強化したことにより、主に国内ユニクロ事業で259億円減少したためです。

非流動資産は、同4,125億円増加いたしました。
これは、ＩＦＲＳ16号を今期より適用したことで、使用権資産を3,898億円計上した
ためです。
また、負債は4,435億円増加しておりますが、これもＩＦＲＳ16号の影響により、
リース負債を計上したことによります。



次に、2020年８月期第１四半期のキャッシュ・フローですが、
営業活動によるキャッシュ・フローが976億円の収入、
投資活動によるキャッシュ・フローが332億円の支出、
財務活動によるキャッシュ・フローが566億円の支出となった結果、
2019年11月末における現金及び現金同等物の期末残高は１兆1,150億円と
なりました。

なお、ＩＦＲＳ16号の適用により、営業活動によるキャッシュ・フローが約300億円増加し
た一方で、財務活動によるキャッシュ・フローが約300億円減少しております。
この会計基準の変更による最終的なキャッシュ・フローへの影響はありません。



次に、2020年８月期の通期業績予想について、ご説明いたします。

通期の売上収益は、期初予想に対して600億円減額修正し、２兆3,400億円、
営業利益は300億円減額修正し、2,450億円といたしました。
この結果、親会社の所有者に帰属する当期利益は1,650億円と、
期初予想より100億円の減額修正となっております。

これは、第１四半期および12月の下振れ分を反映したことに加え、
足元の韓国、香港の状況を織り込み、海外ユニクロ事業の下期の
期初予想を減額修正したためです。
国内ユニクロ事業、ジーユー事業、グローバルブランド事業の下期は、期初予想から
変更しておりません。

その他収益・費用は、期初予想どおり、50億円のマイナスを予想しておりますが、
これは主に、海外ユニクロ事業を中心にスクラップ＆ビルドに伴う除却損・閉店損を
見込んでいるためです。

なお、第１四半期にその他収益・費用および、金融収益・費用にそれぞれ為替差益を
計上しておりますが、為替動向が不透明なことから、為替の前提は期初の
為替レート１ドル106円とし、為替差益は見込んでおりません。



次に、セグメント別の通期の業績予想について、ご説明いたします。

まず、海外ユニクロ事業ですが、期初予想に対し下方修正したことから、
上期は増収、大幅な減益、下期は増収減益となる見込みです。
この結果、通期でも増収減益を予想しております。

グレーターチャイナは、香港が大幅減益となること、元安による業績の押し下げ影響を
約８％想定していることから、通期で若干の減益となることを予想しています。
ただし、為替の影響を除くと、増収増益を見込んでおります。
中国大陸、台湾は引き続き順調な業績を維持し、通期で増収増益となる見込みです。

その他アジア・オセアニア地区は、好調な業績を維持し、下期、通期ともに
２桁の増収増益となる見込みです。
韓国は、通期で大幅な減収減益、赤字となる見込みです。
欧州は、通期で増収増益、北米は通期で黒字化することを見込んでおります。



次に、国内ユニクロ事業ですが、上期は減収となるものの、粗利益率が
改善することが見込まれるため、営業利益は増益を予想しております。

下期は、増収増益を見込んでおります。粗利益率は、原価率の改善、値引率の
コントロールにより若干改善する見込みです。経費比率は、在庫の適正化による
物流費比率の改善、ＲＦＩＤやセルフレジ導入による店舗作業の効率化で
人件費比率の改善を見込んでおります。
この結果、通期では増収増益となる見込みです。

ジーユー事業は、上期は増収増益となる見込みです。
下期も、好調な販売が継続する見込みですが、昨年の下期は粗利益率が
約８ポイント改善するなどハードルが高いことから、若干の増益にとどまる見込みです。
通期では増収増益を見込んでおります。

商品面では、引き続きマストレンドにフォーカスすると同時に、春夏から若年層向けの
ラインを新たに展開することに加え、790円や990円の低価格商品のラインナップを
拡大し、「ファッションと低価格」をより一層強化していきます。

グローバルブランド事業は、第１四半期が減益となったことから、
上期でも減益となる見込みです。
下期が増収増益となることで、通期では増収増益を見込んでおります。
セオリー事業、プラステ事業は増収増益、
コントワー・デ・コトニエ事業は、赤字幅が縮小する見込みです。

配当金につきましては、中間配当金250円、期末配当金250円、あわせて年間で500円と、
期初から変更しておりません。

以上で私からの説明を終わります。ありがとうございました。










